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第 1章　60歳定年制から 65歳定年制へ

１　高齢者の雇用の確保
人口の高齢化が年々急速に進んでいます。
医療技術の進歩や生活水準の向上等によって、高齢者の人数が増加
するとともに、総人口に占める高齢者の割合が高まっています。
毎年、敬老の日に、政府から人口の高齢化の数値が発表され、新聞
やテレビで報道されますが、高齢化の進展にはただ驚くばかりです。
人口の高齢化に伴って、働く能力と意欲のある高齢者が増えていま
す。働くことについて能力と意欲のある高齢者が会社などで働くこと
は、本人にとってはもちろんのこと、社会にとっても重要なことです。
働くことによって、生活の基盤となる収入が得られると同時に、生
活の充実感・満足感を感じることができます。
また、高齢者が働くことで、社会に活力が生まれます。

２　65歳までの継続雇用
高齢者の雇用の確保は、社会にとってきわめて重要なことです。
しかし、高齢者の安定的な雇用の確保には、大変厳しいものがあり
ます。いったん会社を退職した人が再就職先を見つけるのは容易では
ありません。年齢が高くなればなるほど、再就職の障壁が高くなりま
す。社員を募集している会社に履歴書と職務経歴書を送付しても、面
接すらできないという状態が続きます。

高年齢者雇用安定法の定め
第
１
節
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第 1節　高年齢者雇用安定法の定め

３　高年齢者雇用安定法の定め
働く能力と意欲のある高齢者について、その雇用の安定を図る目的
で、高年齢者雇用安定法が制定されています。
この法律は、図表に示すように、会社に対して 65 歳までの継続雇
用を義務付けています。
会社には、大企業もあれば、中小企業もあります。
また、業種は、さまざまです。製造業もあれば、非製造業もありま
す。経済構造が高度化・多様化するなかで、新しい業種が登場してい
ることは、周知のとおりです。
さらに、所在地を見ると、大都市に立地している会社もあれば、地
方都市で営業している会社もあります。
高年齢者雇用安定法は、会社の規模、業種・業態、立地場所などに
かかわらず、すべての会社（事業所）に適用されます。

図表　高年齢者雇用安定法の規定

①事業主は、60歳を下回る定年を定めてはならない。
②�事業主は、再雇用、勤務延長、定年延長、または定年制の廃止のいず
れかにより、労働者を 65歳まで継続的に雇用しなければならない。

４　継続雇用の対象者
会社は、定年で退職する社員のうち、65 歳まで継続的に勤務する
ことを希望するすべての者を 65 歳まで雇用することが必要です。
継続雇用の対象者を一部社員に制限するのは法令違反となります。
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第 1章　60歳定年制から 65歳定年制へ

図表　法令違反の例

●男性社員のみを継続雇用の対象とし、女性社員は対象としない
●�研究職と営業職だけを 65歳まで継続雇用し、その他の社員は 60歳
で退職させる
●役職者のみを継続雇用し、非役職者は 60歳で退職させる
●�継続雇用は本社に限って実施し、支店、工場、物流センターは実施し
ない
●�所属部門の課長が推薦した者だけを 65歳まで継続雇用し、推薦しな
い者は継続雇用しない

５　高齢者の継続雇用は会社の義務
会社は、その規模や業種・業態等を問わず、社員の 65 歳までの継
続雇用に前向きに取り組むことが必要です。
大企業も中小企業も、また、製造業も非製造業も、60 歳定年に到
達して退職する社員が「65 歳まで継続して勤務したい」と申し出た
ときは、65 歳まで継続して雇用し、その能力、経験、意欲を発揮さ
せることが必要です。
ところが、会社の中には、
・当社の業務は高齢者には向いていない
・高齢者は、デジタル技術、ＩＴ機器の操作があまりできない
・高齢者は、一般に仕事の能率がよくない。仕事が遅い　
・高齢者は、柔軟性、機動力に欠ける
などの理由で、定年到達後の継続雇用について消極的なところが少
なくないといわれます。
65 歳までの継続雇用に取り組むことは、会社の社会的な義務であ
り、責任であることを認識する必要があります。
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第 1節　高年齢者雇用安定法の定め

図表　65歳までの継続雇用に取り組むことの効果

①�高齢者に対して、その能力、経験、知識等を活用して活躍する場を提
供できる
②人手不足に対応できる
③高年齢者雇用安定法を遵守することができる
④法令遵守により、会社の社会的責任を果たすことができる
⑤法令遵守、労働条件の向上により、労使の信頼関係を強化できる
⑥その他




